




























































































































































































































取　引　日 直物為替相場 買い 売り 買い 売り
3月1日（契約日） 132円20銭 2円35銭 2円96銭 2円72銭 3円41銭
3月31日（決算日） 145円55銭 0円20銭 0円15銭 13円95銭 14円05銭



















































































































































































































































































































































表示はすべて1ドル＝××円××銭とする 円コール （ドルプット） 円プット （ドルコール）
取引日 直物為替相場 買い 売り 買い 売り
3月1日（契約日） 132円20銭 2円72銭 3円41銭 2円35銭 2円96銭
3月31日（決算日） 118円85銭 13円95銭14円05銭 0円20銭 0円15銭
5月31日（期限日） 126円70銭 5円50銭 5円50銭 0円 0円
この場e・オプシ・ンを行使するか否かはどのように判断すればよいのだろうカ・．それは図2のよ
うな損益分岐点図によって示すと理解しやすい。
図2　円コール（ドルプット）オプションを買い建てた場合の損益分岐図
利益（＋）
2円72銭
損失（一）
（為替差損）
売掛金
（円高）
円’一ルの通貨オプシ・ンは円高に相場力・魏すると買い手に利益をもたらす．図2から損益分
岐点は行使レートからオプシ・ン料を控除した129円48銭（132円2・et－2円72銭）である．＿方，
へ・ジ対象物の外貨売掛金は1ドルー・32円20銭の時1・取得してv・るから，それよりも円高であれば
為雛損が生じ・円安であれば・k替差益力・生じる．図2から涜掛金は直物・一トがいくらに変
動しても・オプシ・ン料の2円72銭だけが簾とな・て，損益分岐点の・29円48銭以上で回収でき
るのがわかる。
この会計処理について，へ・ジ会計を適用した場合としな・暢合を示すと表14・15のようにな
る。
それでは・これら漣の会計処理にはそれぞれどんな特徴があって，どんな問題渤・あるのだろ
うか。
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表14　ヘッジ会計を適用した場合 （単位：円）
取引日 借　　方 貸　　方
3月1日（契約日） 外貨売掛金　　　　　　132，200 売　　上　　　　　　　132，200
オプション権（時）45〕　　2，720 現　　金　　　　　　　　2，720
3月31日（決算日） 為替差損　　　　　　　13，35047）外貨売掛金　　　　　　　13，350
為替差損　　　　　　　　　91748｝オプション権（時）　　　　917
オプション権（本）　　　13，35049，為替差益　　　　　　　　13，350
5月31日（期限日） 外　貨　　　　　　　　126，7005°，外貨売掛金　　　　　　118，850
為替差益　　　　　　　　7，850
為替差損　　　　　　　　1，803 オプション権（時）　　　1，80359
為替差損　　　　　　　　13，350 オプション権（本）　　　13，35052，
現　　金　　　　　　　132，20053〕外　　貨　　　　　　　126，700
為替差益　　　　　　　　5，500
表15　ヘッジ会計を適用しない場合 （単位：円）
取引日 借　　方 貸　　方
3月1日（契約日） 外貨売掛金　　　　　　132，200
Iプション権（時）　　　2，720
売　　上　　　　　　　132，200
ｻ　　金　　　　　　　　2，720
3月31日（決算日） 為替差損　　　　　　　13，350 外貨売掛金　　　　　　13，350
5月31日（期限日） 外　　貨　　　　　　　126，700
ﾗ替差益　　　　　　　　7，850
ﾗ替差損　　　　　　　　2，720
ｻ　　金　　　　　　　132，200
外貨売掛金　　　　　　118，850
Iプション権（時）　　　2，720
O　　貨　　　　　　　126，700
ﾗ替差益　　　　　　　　5，500
　まずオプション料をどのように認識・測定するかという問題であるが，どの文献を見ても，ヘッ
ジ会計を適用するか否かを問わず，ヘッジ目的の場合はオプション粁を時間的価値と本源的価値に
区分して処理して，時間的価値を行使期間にわたり費用配分し，本源的価値を原価法または時価法
で評価するということで意見が一致している。このことはオプション料の性格を考察することによ
り裏付けられる。
　ヘッジ目的のオプション料は，リスクを回避するためのコストと利益獲得機会の権利という2つ
の性格を有している。そのうち，コストの部分が時間的価値で，権利の部分が本源的価値である。
したがって，オプション料は2つの異なる性格を持っていることから，投機目的のようにオプショ
ン料を一括して資産として計上するよりも，時間的価値と本源的価値に区分して資産計上するのが
適しているといえる。
　また，時間的価値はリスク回避のコストであるから，保険料的性格をもった費用性資産と表現で
一51一
きる。リスク回避の効果は行使期間に及ぷので，オプション料の時間的価値を行使期間にわたって
費用配分すると考えるのが合理的である。その性格から時間的価値はオプション権（時間的価値）
や前払費用54｝などの勘定科目で表示するのが適している。
　一方，本源的価値は利益獲得機会の権利であり，実際にオプションを行使した場合に得られる利
益を表している。この利益はヘッジ対象項目（設例2では外貨売掛金）から生じる損失をヘッジす
るものとなるので，ヘッ7機会の権利を表す。その性格から本源的価値はオプション権（本源的価
値）や為替予約選択権などの勘定科目で表示するのが適している。そこでヘッジの効果が現れるよ
うに会計処理するのであれば，本源的価値の評価方法はヘッジ対象項目の評価方法と同じにする必
要がある。通貨オプションはヘッジ対象項目が外貨建短期金銭債権債務で決算日レートで評価され
る。したがって，ヘッジ対象項目が時価法で評価されていると解釈できるので，本源的価値も時価
法を適用することになる。
　なお，ヘッジ対象項目が時価法以外で評価されている場合は，ヘッジ対象項目の評価方法にオプ
ションの評価方法を合わせるのか，オプションの評価方法にヘッジ対象項目の評価方法を合わせる
のかという問題が残る55｝が，本稿ではヘッジ会計を適用すべきか否かに焦点を置いているので別の
機会に委ねるとともに，この問題は原価主義会計か時価主義会計かという問題となるので十分な検
討が必要である。
　以上のように，ヘッジ目的の通貨オプションを考えるとき，その会計処理は自ずとヘッジ会計を
適用した場合の方が望ましいことになる。ヘッジ会計を適用しない場合には，外貨売掛金から生ず
る損益と通貨オプションから生じる損益とが同じ会計期間に帰属していないため，損益のミスマッ
チが生じている。このままでは取引の実態やオプション料の性格を反映しているとはいえないた
め，改善の余地が残る。
　一方，ヘッジ会計を適用した場合は，損益のミスマッチも解消されており，またヘッジ取引の実
態やオプション料の性格もしっかりと反映されている。1992年にFASBの緊急問題専門委貝会
（Emerging　Issues　Task　Force：EITF）が公表したIssues　No．90－17「買建通貨オプションによ
る外貨リスクのヘッジ」では，本源的価値がゼロかゼロに等しい買建通貨オプションにのみヘッジ
会計が適用されるべきとしている56）が，通常，通貨オプションは本源的価値がゼロかゼロに近い行
使レートでしか行われない57｝ので，ヘッジ目的の通貨オプションにはヘッジ会計が適用されるべき
と考えてよい。結論として，ヘッジ目的かどうかの判断の問題は残るが，ヘッジ目的の場合にはヘ
ッジ会計を適用すべきであると思われる58，。
V．おわりに
本稿では，近年の金融の自由化に伴って生まれた通貨オプションを取り上げた。筆者は通貨オプ
ションの基本的な特徴や性格を明らかにすることが，通貨オプションにおける会計上の問題を考察
一52一
する上て鍵となると考えた。それは，会計が取引を複式簿記を用いて表現するものである限り，取
引の性格が会計上の表現に影響を与えるからである。このような視点に立って，通貨オプションに
おける会計問題を考察した結果，次のような結論が得られた。
①通貨オプションは投機目的とヘッジ目的のいずれかの目的で行われる。投機目的とヘッジ目的と
　では，オプション料の性格やオプション取引から生じる損益の性格が異なるので，目的別に会計
　処理すべきである。
②オプション料の会計処理はオプション料の性格によって決まる。投機目的のオプション料は利益
　獲得機会の選択権を表しているので，時間的価値と本源的価値を区分せず一括して資産計上すべ
　きである。一方，ヘッジ目的のオプション料はりスク回避のコストと利益獲得機会の選択権を表
　しているので，時間的価値と本源的価値とに区分して計上すべきである。
③オプションの評価方法もオプションの性格によって決まる。投機目的の場合，通貨オプションは
　権利消滅時にしか損益を確定できないため，権利消滅時に損益を計上する据置原価法で評価する
　のが望ましい。
　ヘッジ目的の場合は，その効果を表すために，時間的価値は費用性があるので行使期間にわたり
　期間配分し，本源的価値はヘッジ対象物の評価方法に合わせて原価法か時価法で評価すべきであ
　る。
　さて，本稿では通貨オプションに限定し，かつ買い手側に限定して論じているため，2つの課題
が残された。それは①通貨オプション以外のオプションについてどのように会計上表現すべきか，
他のオプション取引の会計処理との整合性を考慮に入れてどのように会計処理すべきか，②ヘッジ
会計の導入を検討にあたって，どんなヘッジ会計の方法が望ましいかを検討するとともに，ヘッジ
対象項目の評価方法も再検討する必要があるの2点である。こうした課題については別稿に委ねる
とともに，オプション取引の会計基準が少しでも早く公表されるを期待して本稿を終わりとする。
　
1）デリバティブとは・通貨・釧1・証券・齢などの願産（・nd・rlyi・g・ss・t・）の市場価格に依存して相対的
　　に，その商品の価値が決定される（deri・・）商品・である・具体的にいえtx・おもに先物取引゜先渡取引（為替
　　予約など）・オプション取引・スワップ取引を指す。
　　なお，デリバテaブをわかりやすく説明している文献には下記のようなものがある。
　　北村英章稿「デリバティブについて」「証券」1995年1月号。
　　燭克人稿・デリバテ、プは妖怪か（上）・ミスIJ一ドされないための騰と実践」「週刊金融財政輔・1994年
　　12月12日号。
　　藤田義治稿・rvm変革期にある金融システム・デVバティプ取引・簾流動化の展開状況・「ESP・　1995年4
　　月号。
　　佐藤正俊稿「而刃の剣　デリパテ1ブ」「国際金融」935号，1994年11月15日。
　　栗原　裕稿「金融デリバティブについて（上）」「国際金融」1995年3月1日号。
　　金融財政事情礪会編・騨95年版金融を読むための基麟識・デリバティプー金融自由化時代の勝利者の条
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　　　件」「週刊金融財政事情」1995年1月30日号。
2）S・R・G・ldb・・g・C・A・T・itschl・・a・d　J・H・G・dwi・，“Fi・・n・i・I　R・p・rti・g　f・・F。，eign　E。。h。ng，　D，．iva．
　　　ti…”・Acc・u・ti・g・H・n’z・n・，　V・1．9　N・．2，　J・n・1995，　PP．3．
　　　古賀智敏稿「デリパテ・プ＝意思決定有用性の観点から・・蝶会計、V・1，47N。．7，・995年7月，38－39べ＿
　　　ジ。
3）1992年末で‘樋貨離のデリバテ・ブの契約纐だけで，米鍵要6行の総資産の3．2倍，1993年末には4．2倍も
　　　ある。また，一般企業でも総資産の約10％あるという。“lbid”，　pp．2．
　　　田中建二著「オフバランス取引の会計1同文舘，1991年，114－115ページ。
4）通貨デtJバテイプ（f・rei・・　ex・hang・d・・i・・ti…）と‘ま，験先物・先物縮予約・敬オプシ。ン．通貨ス
　　　ワップなど，通貨を原資産とするデリバティブをいう。
5）行使・一トは行鮪制…ik・p・・ce・・exerc・・e　p・・ce）ともいい，論はオブ・。ンの行使瀾と同醐限
　　の先物レートを参考に決定される。
　　伊藤　眞著「外貨換算会計の実務〔第2版〕J中央経済社，1992年，219ページ。
6）一定期日にのみ権利行働呵能なオプシ・ンを・一・ピア・・タイプといい，淀鯛内ならいつでも権利行使
　　が可能なオプションをアメリカン・タイプという。同じ条件のオプションであれば，連常，オプション料はアメ
　　リカン・タイプの方が高い。
7）通貨オプションの定義については，次の文献を参考とした。
　　伊藤　眞著「外貨換算会計の実務〔第2版〕」中央経済社，1992年，203べ一ジ。
　　伊藤眞稿「新金融商品の実務対応第3回・通貨オプシ・ンと証券オプシ。ン、・JICPAジャ＿ナル、　N。
　　．412，1989年11月，25ページ。
　　小宮山　賢稿「通貨オプションの利用と会計問題」「企業会計」VoL44　No．6，1992年6月，27ページ。
　　日本公認会計士協会・会計制度委員会「通貨オプション取引の企業側における会計処理と開示」1988年4月18
　　日，「JICPA　NEWS」No．392，1988年6月号に掲載。
8）遊佐英夫稿「選択鮒先物為替予約のオプシ・ン料の取り扱いについて、・旬刊経醐報、N。．490（1987年7月
　　1日号）43ページ。
9）円を買うということはドルを売ることになるので，円コールとドルプットは同じ意味になる。また，円を売るこ
　　とはドルを買うことになるので，円プットとドルコールは同じ意味になる。
10）高橋　弘著「アメリカの先物・オプション市場」東洋経済新報社，1992年，58・60・182ページ。
11）日本銀行編「日本銀行月報」1995年9月，7ページ。
　　日本証券経済研究所編「証研レポート」No．1514，1994年9月，3ページ。
12）オプシ・ン料の金額は・行使・一トカ値物・一トと比べて買い手に有利なeまど，ポラティリティが大きいほど，
　　満期日までの期間が長いほど，2つの通貨の金利差が大きいほど大きくなる。
13）この他に裁定取引（・・bit・ag・）とい泪的もあり，・一リスク・・一リター・で醸に利益を獲得する取引で
　　ある。これは複数のオプションの組み合わせによって行われるので，．単純な投機目的の考え方を当てはめること
　　ができる。よって，本稿の議論から外してある。
14）M・S・Levitin　a・d・L・A・V・・k・・t・　“H・dgi・g　F・・eig・Curren・y　Ri・k・with　P。rch。、ed　OP，i。n、・．加脱。，
　　Of／A　ccoun　tanqy，　Feb．1992，　pp．87．
15）村上　勝稿「為替予約の会計と税務」「税経通信11991年1月号，81－84べ一ジ。
16）未だ決済されていないオプション契約の残高のことを建玉（たてぎょく：position）という。
17）コールオプション（買う権利）を行使した場合には，この対象資産の現物を引き取り，代金を支払うが，これを
　　「現引き・という・プ・トオプシ・ン（売る権利）を行使し場合には，その対象資産の現物を引渡し（売渡
　　し），代金を受け取るが，これを「現渡L」という。例えば，円コールオプションの買い手が権利行使した場合
　　は，円を引き取り，代金としてドルを支払うことになる。円プットオプションであれば，円を引渡し，代金とし
　　てドルを受け取ることになる。ただし，株式指数オプションや金利オプションのように対象となる資産が現物で
　　ない場合には，現引きや現渡しはできないので，損益の部分だけ差金決済される。
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18）本稿で用いる設例はすべて，下記文献の設例を参考に筆者が手を加えたものである。また，通貨オプションの行
　　使による現物の授受（現引き又は現渡し）は，行使日の2営業日後であるが，説明を単純にするために行使日と
　　現物を授受する日は同じ日とした。
　　伊藤　眞著「前掲書1236－241ページ。
19）この金額はオプション料の計算に基づいている。2，720円＝2円72銭x1，000ドル
20）円プットオプションの行使により現渡しする円の代金として受け取った資産（ドル）が直物レート（取得日レー
　　ト）により換算された金額である。137，700円＝137円70銭x1，000ドル
21）円プットオプションの行使により現渡しする円が行使レートにより換算された金額である。132，200円＝132円20
　　銭x1，000ドノレ
22）田中建二稿「オプション取引の会計」「経済集志1第59巻第4号，1990年，66ページ。
　　成澤和巳稿「実務連載一デリバティブ（派生金融商品）の税務と会計一第2回：オプション取引」　「税経通信」
　　Vol．49　No．15，1994年12月号，213ページ。
23）Am。，ican　l。、tit。t。。f　C・・tifi・d　P・bli・Acc・untant・（AICPA），Acc・unti・g　St・nd・・d・Executi・・C・m・
　　mittee（AcSEC），Issues　Paper　86－2，“Accounting　for　Options”，　March　1986，　par．163－180　and　par．375．
　　加藤　厚稿「金融商品取引の会計処理制度化をめぐる国際的動向」「旬刊経理情報」第566号（1989年10月1日），
　　14ページ。
24）大塚宗春稿「オプション取引の会計処理と表示およびヘッジ会計」「旬刊経理情報1No．678（1993年2月10日），
　　5ページ。
　　沼田嘉穂監修，罵村剛雄・山上一夫・中澤　博編「新勘定科目全書s中央経済社，1975年，69ページ。
26）「同上警」，65ページ。
27）同様の指摘は下記の文献にも見られる。
　　伊藤　眞著「前掲書」223ページでは，「オプション料それ自体の性格は必ずしも前渡金に限定されず，今後の会
　　計処理の展開により，この科目を超えたものになっていくと思われることから，支払オプション料のままでよか
　　ったのではないかと考える」と指摘されている。
　　小宮山　賢稿「通貨オプションの利用と会計問題J「企業会計」Vo1．44　No．6，1992年6月，30ページでは，
　　「前渡金は通常，商品・原材料等の購入のために用いられるものであり，一般事業会社が財務活動に関連して行
　　う通貨オプション取引にはそぐわない科目に思われる」と指摘している。
28）沼田嘉穂監修，腐村剛雄・山上一夫・中澤　博編「前掲書」87－88ページ。
29）このような意見は次の文献に見られた。AICPA，　AcSEC，“op．cit∴par．362－373．伊藤　眞稿「前掲諭文」
　　29ページ。伊藤　眞著「前掲書」233ページ。田中建二稿「前掲論文」68－69ページ。
30）研究報告第4号では，前払費用で処理すべきとしている。
31）オプション料を3月1日から5月31日（92日）にわたって期間配分する。917円＝2，720円÷92日×31日（小数点
　　以下四捨五入）
32）オプション料の未償却残高である。1．803円＝2，720円一917円
33）オプションには，行使期限日しか権利行使できないヨーロピアン・タイプと行使期限内ならいつでも権利行使で
　　きるアメリカン・タイプがあるが，いずれの場合もオプション料を期間配分すると，同様の問題が生じるため，
　　期間配分原価法は投機目的には不適当である。
34）松本　傳稿「オプション取引の会計と税務」「税経通信」Vo1．46　No．1，1991年1月，91－・92ページ。
35）Issues　Paper　86－2では，期末にのみ値洗いをするのではなく，毎日値洗いする方法を採用しているが，本稿で
　　は日本の会計事情を考慮して時価法は期末にのみ値洗いする方法という意味で用いるものとする。
36）134．920円＝行使レート＋オプション料＝132，200円＋2．720円
37）円プ。トオプシ。ンの行使によ慨渡しする円が行使レート‘・より換算された金額である・132・200円＝132円20
　　銭×1，000ドル
38）円プ。トオプシ。ンの行使により現渡しする円の代金として受け取った資産（ドル）が直物レート（取得日レー
　　ト）により換算された金額である。137，700円二137円70銭×1，000ドル
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39）このオプション取引における正味の利益額である。この金額は，6ページに示したように5，500円の収益の部分
　　と2，720円の費用の部分に別けて表示することもできる。
40）COFROI報告書によれば，実際収支法・行使時時価法の他に買建時時価法と行使価格法があるが，実際収支法か
　　行使時時価法のいずれかが望ましいと結諭づけている。大塚宗春稿「前掲論文」8ページ。加藤力雄稿「オプシ
　　ョン取引会計基準研究委貫会報告について」「JICPAジャーナル」No．448，1992年11月，31ページ。
41）コールオプションの買建の場合，現引き資産の取得価額＝行使価格＋支払オプション料となる。プットオプショ
　　ンの売建の場合，現渡し資産の引渡価額＝行使価格一支払オプション料となる。大塚宗春稿「前掲諭文」8ペー
　　ジ。成澤和巳稿「前掲論文」218－220ページ。
42）実務家によれば，現行実務上は実際収支法が無難であるという。また，将来的にはヘッジ目的には行使時時価
　　法，投機目的には実際収支法が適切であるという意見もある。成澤和巳稿「前掲論文」218ページ。
43）オプション損失（loss　on　optiolls）という表現はlssues　Paper　86－2や国際会計基準委員会（IAS）の公開草案
　　第48号（E48）に見られる。また，オプション放棄損という表現は松本　傳稿「前掲諭文」98ページに見られ
　　る。
44）この点については下記の文献を参照されたい。
　　L．T．Johnson，H．G．Bullen　and　V．W．Kern，“Hedge　Accounting：Is　Deferral　the　only　Option？”，
　　ノb24アηα’Of　AccountOncy，　Jan．1994．
　　小宮山　賢稿「オプション取引のヘッジ会計」「JICPAジャーナル」No．452，1993年3月。
45）AICPA，　AcSEC，“op．cit．”，　par．4
46）オプション料のうち，時間的価値に相当する分はオプション権（時）と表示し，本源的価値li相当する分はオプ
　　ション権（本）と表示する。なお，設例2では契約締結日において，直物レートと行使レートが同ヒなので，オ
　　プション料はすべて時間的価値となる。
47）13．350円＝（132円29銭一118円85銭）×i，OOOドル
48）オプション料の時間的価値を3月1日から5月31日（92日）にわたって期間配分する。917円＝2，720円÷92日×
　　31日（小数点以下は四捨五入とした）
49）オプションの本源的価値は，権利行使しな場合の利益を意味しているので，行使レートと直物レートの差額にな
　　る。
50）売掛金の決済により入金のあった外貨を5月31日のレートで換算した。126，700円＝126円70銭x1，000ドル
51）オプション料の時間的価値の未償却残高である。1，803円＝2，720円一917円
52）オプションの権利行使により，オプション料の本源的価値が消滅し，実現利益となる。
53）円コールオプションの権利行使により，取得した資産（円）を行使レートで換算したものである。その代価とし
　　て引き捧した資産（ドル）は売掛金の代金回収として受け取ったもので，直物レートで換算したものである。
54）外貨売掛金をヘッジする場合，売掛金の回収は営業活動の一環であるから投機目的とちがい，オプションの購入
　　という取引は営業目的と解釈できよう。
55）L．TJohnson，　H．G．Bullen　and　V．W．Kern，“op．cit．”，　pp．55－56．
56）M．S．Levitin　and　L．A．Vorkert，“op．cit．”，　pp．87．
57）時田　優稿「オプション取引の現状と現行会計実務の問題点」「企業会計」VoL44　No．12，1992年12月号，
　　59－66ページ。
58）1995年5月に改訂された外貨建取引等会計処理基準では，権利行使が確実な通貨オプションが付されている外貨
　　建金銭債券債務は行使レートを付すとなっているが，これはヘッジ会計でないものの，現行会計の枠内でできる
　　だけヘッジの効果を反映しようとしたものと思われる。しかし，これは外貨建取引と通貨オプションなどのヘッ
　　ジ金融商品とは独立の取引と処理するという現行会計の会計処理と矛盾している。また，問題の根本的な解決に
　　はなっていない。
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